
議案第８５号 

     令和元年度青梅市下水道事業特別会計補正予算 

     （第１号） 

  令和元年度青梅市の下水道事業特別会計の補正予算（第１号）は、次に

定めるところによる。 

（改元に伴う青梅市の下水道事業特別会計予算における会計年度の名称）  

第１条 青梅市の下水道事業特別会計予算における会計年度の名称につい

て、改元日以降は、当年度全体を通して令和元年度とし、平成３１年度

青梅市下水道事業特別会計予算全体における元号の表示について「令

和」とする。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第２条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 134,000千円を減額し、 

 歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 4,185,000千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分および当該区分ごとの金額ならびに 

 補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第３条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第213条第1項の規定により翌

年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表繰越明許費」

による。 

 （市債の補正） 

第４条 市債の変更は、「第３表市債補正」による。 

 

   令和２年２月１９日 

 

                 提出者 青梅市長 浜 中 啓 一 
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第 ２ 表　繰越明許費

（単位　千円）

第 ３ 表　市債補正

　 変　　更 （単位　千円）

1 下 水 道 費

公 営 企 業 会 計 適 用 債 31,600

192,000

浄 化 槽 事 業 債 42,900 27,900

31,900

公 共 下 水 道 事 業 債 606,000 484,200

流 域 下 水 道 事 業 債 215,900

款 項 事　　業　　名 金　　額

起 債 の 目 的
限 度 額

補　　正　　前 補　　正　　後

13,7322 下水道事業費
公 共 下 水 道 全 体 計 画
変 更 業 務 委 託
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（２）給料および職員手当の増減額の明細

 1 その他の増減分

 1 職員手当制度改正に伴う増減分

 2 その他の増減分

（３）給料および職員手当の状況
    ア　職員１人当たり給与

円

円

　歳 月
52 5

円

円

　歳 月
51 3

    イ　期末手当、勤勉手当

月 月 月

（ ）内は、再任用職員にかかる支給割合である。

６  月 12  月

補正後

区  分

(2.40)   
 4.60    

(1.20)  (1.20)  

支 給 期 別 支 給 率

△ 3,535  

区    分 増   減   額 増 　減 　事 　由 　別 　内   訳

千円  千円  
666  給    料 666  

職員手当 △ 2,985  

平均給料月額

令 和 2 年
1月1日現在

355,582

平均給与月額

360,712

平 均 年 齢

平成 31 年
1月1日現在

446,434平均給与月額

平均給料月額

433,840

区            分 一  般  行  政  職

 2.30     2.35     4.65    
(1.20)  

平 均 年 齢

(1.175)  (1.175)  (2.35)   
国の制度

補正前

 2.225     2.275    

 2.30     2.30    

級 等 に よ る 加 算 措 置

  部長職     20％  課長職  15％
  係長職　    6％  副主査職 5％
  主任職      3％

  部長職     20％  課長職  15％
  係長職　    6％  副主査職 5％
  主任職      3％(1.25)  

 4.50    

550  

支給率計

(2.45)   

有

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
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550  

△ 3,535  

説                 明 備                         考

千円  
 職員数の増減および職員の新陳

 期末、勤勉手当支給率の改正に
  改正前　年間　4.60月
  改正後  年間　4.65月

666  
 代謝等による増減分

 伴う増減分
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市債の前前年度末および前年  

当該年度末における現在高の　

 市　　 　　　　　　　 債債 18,337,316 17,792,763

１ 下 水 道 事 業 債 18,194,104 17,609,005

(1) 公共下水道事業債 14,417,548 14,001,447

(2) 流域下水道事業債 3,776,556 3,607,558

２ 浄 化 槽 事 業 債 117,612 137,358

３ 公営企業会計適用債 25,600 46,400

区         分 前 前 年 度 末 現 在 高 前年度末現在高
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  度末における現在高ならびに

  見込みに関する調書

（単位　千円）

736,000 1,254,369 17,274,394

676,200 1,250,063 17,035,142

484,200 989,666 13,495,981

192,000 260,397 3,539,161

27,900 3,581 161,677

31,900 725 77,575

当　該　年　度　中　増　減　見　込　み

当該年度末現在高見込額

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額
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（参考）

歳入歳出予算補正款別集計表

歳    入 （単位  千円、％）

款
補　正　前
の　　　額

構成比 補　正　額 計 構成比

1 分 担 金 お よ び 負 担 金 11,846 0.3 △ 2,448 9,398 0.2

2 使 用 料 お よ び 手 数 料 2,126,182 49.2 △ 119,660 2,006,522 47.9

3 国 庫 支 出 金 50,490 1.2 △ 15,290 35,200 0.8

4 都 支 出 金 6,416 0.1 4,335 10,751 0.3

5 繰 入 金 1,140,086 26.4 190,268 1,330,354 31.8

6 繰 越 金 1 0.0 0 1 0.0

7 諸 収 入 87,579 2.0 △ 30,805 56,774 1.4

8 市 債 896,400 20.8 △ 160,400 736,000 17.6

歳 入 合 計 4,319,000 100.0 △ 134,000 4,185,000 100.0

  

歳    出  （単位  千円、％）

款
補　正　前
の　　　額

構成比 補　正　額 計 構成比

1 下 水 道 費 2,611,211 60.5 △ 97,405 2,513,806 60.1

2 浄 化 槽 費 140,186 3.2 △ 32,941 107,245 2.5

3 公 債 費 1,557,091 36.1 △ 4,598 1,552,493 37.1

4 予 備 費 10,512 0.2 944 11,456 0.3

歳 出 合 計 4,319,000 100.0 △ 134,000 4,185,000 100.0

-46-


